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－資料３－維持管理 更新 係る情報の共有化、見える化」とりまとめイ ジ（案）

・各分野における社会資本情報のデータベース化、情報の見える化、情報の共有化を推進するために必要な施策を具体化。

資料

・「情報の見える化」については、国民や地域住民への情報公開、理解促進のために必要な施策を推進し、住民行動への進展を期待。
・「情報の共有化」については、メンテナンスサイクルの確実な実施、研究・技術開発の促進のために必要な施策を推進し、データの活用を図る。

情報の見える化 情報の共有化

メンテナンスの特徴：現物（施設）がそこにあること

期待される効果

情報の見える化 情報の共有化

地方 共 体等 期待される効果地域住 期待される効果

情報公開 理解促進 住民行動 ﾒﾝﾃﾅﾝｽｻｲｸﾙの確実な実施 研究・技術開発促進

国・地方公共団体等 民間企業・大学等の研究機関期待される効果

データ活用

国民・地域住民

情報公開 理解促進 住民行動

○満足度の向上
地域 社会資本 関する

①技術開発と連携したデータ

ﾒﾝﾃﾅﾝｽｻｲｸﾙの確実な実施 研究・技術開発促進

○国

デ タ活用

①健全性・安全性のわかりやすい公表
国が把握する最低限 情報を整理

①情報の階層化（レベル分け）

○合意形成

・地域の社会資本に関する
現状理解・安心感 など

の公開

・ｲﾝﾌﾗに関する研究、技術開発等に
有用なﾃﾞｰﾀを公開

・点検状況の進捗管理
・予算・設計等への反映
・事故・災害時支援への②進捗状況・管理指標の公表

・健全性の評価別施設割合、点検実施率等の
図表化、健全性の評価の地図上の表示 など

・国が把握する最低限の情報を整理
・施設管理者が持つべき情報を整理

○合意形成
・施設の転用・統廃合
・維持管理・更新費用負担

有用なﾃ ｰﾀを公開
・一般に公開可能な情報について
ﾃﾞｰﾀｶﾀﾛｸﾞを作成

・目的等の明確化 結果のﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ

事 災害時支援
活用

○地方公共団体等

②進捗状況・管理指標の公表
・地方公共団体別進捗状況の公表
・全国的な傾向・ベンチマークの分析

②維持管理情報ポータルサイトの開設

・国、地方公共団体等の様々な情報を提示

④住民等との共同
による点検等

○適正利用
・施設の丁寧な利用 など

活用方法
・維持管理に関する研究・技術開発等
・修繕発生箇所・内容等の分析

目的等の明確化、結果のﾌｨ ﾄ ﾊ ｯｸ

③点検結果の公表

○地方公共団体等

・自己診断の実施
・達成目標の設定
職員等のｽｷﾙｱ ﾌﾟ

③最新の技術関連情報の公表
・法令、技術基準等の概要
・技術開発・研修等の実施状況による点検等

の実施 ○自ら行動
・施設の巡視、点検、清掃
等への住民参加の促進・住民、学術団体等

修繕発生箇所 内容等の分析
・維持管理手法の見直し
・劣化予測、将来推計の試算 など

・基本情報
緯度・経度
建設年度

・職員等のｽｷﾙｱｯﾌ
・維持管理状況の改善

○民間企業 大学等

技術開発 研修等の実施状況
・施設の廃止・転用等の取組事例
・施設の劣化、崩落事例 など

④メンテナンスに関する会議等への住民参加の促進

○住民との信頼構築
・行政の取組状況を確認

住民、学術団体等
との連携による
共同点検、美化活動
等を実施

②相談窓口の設置
・研究・技術開発に資するﾃﾞｰﾀ提供

建設年度
規模・構造 など

・点検実施結果
・健全性の評価 など

○民間企業・大学等

・ﾒﾝﾃﾅﾝｽ技術の高度化
・ﾒﾝﾃﾅﾝｽ産業の発展

④メンテナンスに関する会議
の設置・活用

・国、地方公共団体等のﾃﾞｰﾀを共有
行政の取組状況を確認等を実施

に関する相談窓口を設置
健全性の評価 など ﾒﾝﾃﾅﾝｽ産業の発展

・点検等の進捗管理

デ

社会資本情報プラットフォームの構築 ・全ての分野にわたる個々のデータベースから必要な基本情報や維持管理情報を収集・集計整理し、横並びで閲覧・検索

①デ タ入力様式の標準化 自動化

データベース化

③施設台帳等に維持管理情報を追加

・施設の点検結果、健全性の評価等の情報を施設台帳等
に追加記載

①データ入力様式の標準化・自動化
・標準様式によりデータ入力を省力化
・点検業者による点検結果の入力等を推進
施設の特性に応じてデ タ入力項目を設定

②社会資本情報の集約化・電子化

・維持管理に関する情報をデータベース化し、二次利用可能
な形式で電子化（電子化のための支援策が必要） に追加記載・施設の特性に応じてデータ入力項目を設定 な形式で電子化（電子化のための支援策が必要）

※留意事項 ・テロや犯罪等を誘発する可能性のある情報など公表できない情報あり ・国や地方公共団体等の職員の負担、費用の増加が発生


